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（単位：千円）

金額 金額

流動資産 1,079,185 流動負債 2,068,437

現金及び預金 620,634 買掛金 90,307

売掛金 225,118 未払金 553,534

商品 47,917 短期借入金 1,000,000

貯蔵品 815 1年以内返済予定の長期借入金 261,333

契約資産 37,410 未払法人税等 26,187

未収入金 103,008 賞与引当金 53,563

未収消費税等 31,532 短期リース債務 35,463

前払費用 10,679 前受金 43,980

その他 3,108 その他 4,068

貸倒引当金 △ 1,039 

固定資産 10,289,707 固定負債 3,612,097

有形固定資産 7,545,266 長期借入金 2,697,232

建物 6,163,800 預り敷金及び保証金 150,159

構築物 62,168 長期リース債務 156,165

機械装置 29,077 繰延税金負債 365,528

車両運搬具 6,887 退職給付引当金 243,012

工具器具備品 254,413

その他有形資産 1,351

リース資産 174,285 負債合計 5,680,534

建設仮勘定 853,281

無形固定資産 2,739,251 株主資本 5,688,358

公共施設等運営権 1,769,900 資本金 4,249,000

公共施設等運営権更新投資 896,534 資本剰余金 4,249,000

ソフトウエア 70,508 資本準備金 4,249,000

その他 2,308 利益剰余金 △ 2,809,641 

投資その他の資産 5,189 その他利益剰余金 △ 2,809,641 

長期前払費用 5,070 繰越利益剰余金 △ 2,809,641 

投資有価証券 0

破産更生債権等 2,543

その他 118

貸倒引当金 △ 2,543 純資産合計 5,688,358

資産合計 11,368,893 負債及び純資産合計 11,368,893

(純資産の部)

(資産の部)

科目

(負債の部)

 貸  借  対  照  表 
（２０２２年３月３１日現在）

科目
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（単位：千円）

売上高 2,285,356

売上原価 － 

売上総利益 2,285,356

販売費及び一般管理費 3,485,528

営業利益(△は損失) △ 1,200,171 

営業外収益

受取利息 7

雇用調整助成金等 13,790

その他 43,258 57,056

営業外費用

支払利息 685

その他 1,028 1,714

経常利益(△は損失) △ 1,144,829 

特別利益

補助金収入 39,822 39,822

特別損失

固定資産圧縮損 37,060 37,060

税引前当期純利益(△は損失) △ 1,142,066 

法人税、住民税及び事業税 3,881

法人税等調整額 △ 60,921 △ 57,040 

当期純利益(△は損失) △ 1,085,026 

金　　　　　　額科　　　　目

 損　益　計　算　書 
（自２０２１年４月１日　至２０２２年３月３１日）
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（単位：千円）

当期首残高 4,249,000 4,249,000 4,249,000 △ 1,762,122 △ 1,762,122 6,735,877 6,735,877

37,507 37,507 37,507 37,507

4,249,000 4,249,000 4,249,000 △ 1,724,614 △ 1,724,614 6,773,385 6,773,385

当期変動額

当期純利益(△は損失) － － － △ 1,085,026 △ 1,085,026 △ 1,085,026 △ 1,085,026 

当期変動額合計 － － － △ 1,085,026 △ 1,085,026 △ 1,085,026 △ 1,085,026 

当期末残高 4,249,000 4,249,000 4,249,000 △ 2,809,641 △ 2,809,641 5,688,358 5,688,358

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

会計方針の変更による
累積的影響額

会計方針の変更を反映した
当期首残高

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

株主資本
合計

株主資本等変動計算書

株主資本

純資産
合計

自 ２０２１年 ４月 １日

至 ２０２２年 ３月 ３１日
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個 別 注 記 表 

 

 

（継続企業の前提に関する注記）                  

   該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券(市場価格のない株式等)… 移動平均法による原価法を

採用しています。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の主な評価方法は、先入先出法による原価法（貸借対照表 

価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用し

ています。 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物(附属設備を除く)については定額法、その他は定率法。 

ただし、2016 年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法を採用しています。 

なお、2016 年 6 月 1 日以前取得した貨物事業の有形固定資産の減価償却

方法は全て定額法を採用しています。 

（２）無形固定資産 

       定額法を採用しています。 

       なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

(5 年)に基づく定額法によっています。 

また、公共施設等運営権については、運営権設定期間 (30 年 ) に

基づく定額法によっています。ただし、公共施設等運営権更新投資につ

いては、更新投資の経済的耐用年数（当該更新投資の物理的耐用年数が公

共施設等運営権の残存する運営権設定期間を上回る場合は、当該残存する

運営権設定期間）に基づく定額法によっています。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用していま 

す。 
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３.引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しています。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職給付の要支給額(簡便法)に基づ 

き計上しています。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

 （１）航空系収入 

     主な航空系収入は着陸料収入と旅客施設使用料であります。着陸料収入

の当該履行義務は、顧客である航空会社が運航する航空機が空港に着陸し

たことをもって充足されます。旅客施設使用料の当該履行義務は、航空旅

客が搭乗したことをもって充足されます。取引の対価は、通常、当該履行

義務の完了後に受領しております。 

（２）非航空系収入 

主な非航空系収入は売店収入と不動産賃貸料収入であります。売店収入に

ついては、当社は土産品等の商品を取り扱っておりますが、商品の販売につ

いては、受渡時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得、履行義務

（商品の受渡）が充足されると判断し、収益を認識しています。不動産賃貸

料収入は空港施設の賃貸収入であり、企業会計基準第 13 号「リース取引に

関する会計基準」に従い、賃貸期間にわたり収益を認識しております。 

 

５.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）繰延資産の処理方法 

創立費、開業費及び株式交付費については、支出時に全額費用として処 

理しています。 
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（会計方針の変更） 

（収益認識基準に関する会計基準の適用） 

当社は「収益認識に関する会計基準（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日改

正。以下「収益認識会計基準」という。）」及び「収益認識に関する会計基準の

適用指針（企業会計基準適用指針第 30 号 2020 年 3 月 31 日改定）」を当該年度

の期首より適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとし

ております。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計基準

を遡及修正した場合の累積影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減

し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、株主資本

等変動計算書の繰越利益剰余金の期首残高は 37,507千円増加しております。また、

当該事業年度の売上高が 780,038 千円、売上原価が 780,038 千円減少しておりま

す。 

 

（表示方法の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用） 

   「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日。以

下「時価算定会計基準」という。）等を当該事業年度の期首から適用し、時価算定

会計基準第 19 条及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019

年 7 月 4 日）第 44-2 項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することにいたしました。なお、当

事業年度の計算書類に与える影響はありません。また、「金融商品の時価等の開示

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 2020 年 3 月 31 日）に従い、

９．金融商品に関する注記(2)金融商品の時価等に関する事項において、現金及び短

期間で決裁されるため時価が帳簿価額に近似するものについては注記を省略してお

ります。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

固定資産の減損会計 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額  

有形及び無形固定資産 10,284,518 千円、減損損失－千円 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

減損損失の算定に当たっては、営業活動から生ずる損益が継続してマイナ

スとなっていないか、帳簿価額に対して時価が著しく下落していないか等の

減損の兆候に該当するか否かの判定を行っております。また、減損の兆候に

該当した資産については、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額

を下回る状況にないかを判定しております。 

なお、割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける、新型コロナウイ

ルス感染症の収束時期については、翌事業年度以降も影響が一定程度継続す

るものの段階的に回復していくものと仮定しております。当該仮定は不確実

性が高く、予想値との乖離が生じた場合、翌事業年度において減損損失が発

生するリスクがあります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１. 

(1) 

 

 

 

 

 

 

(2) 

 

 

圧縮記帳額 

地方公共団体等からの補助金等の受入に伴い、有形固定資産の取得原価から控

除している圧縮記帳累計額 

  建物                948,599 千円 

  構築物               16,917 千円 

  機械装置              31,761 千円 

  車両運搬具               3,770 千円 

工具器具備品             77,043 千円 

当事業年度において、地方公共団体等からの補助金等の受入に伴い、固定資産

の取得原価から控除している圧縮記帳額 

建物                  6,260 千円 

  工具器具備品            30,799 千円 

 

２． 有形固定資産の減価償却累計額    17,267,279 千円 

３． 

 

関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権                     381 千円 

短期金銭債務                  249,689 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高の総額          228,010 千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末日における発行済株式の数  

普通株式 51,030 株 

Ａ種優先株式 118,930 株 

 

 (税効果会計に関する注記) 

   繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、退職給付引当金であります。な

お、繰越欠損金及び翌期回収見込のないものについては全額評価性引当を行ってお

り、評価性引当額は 985,547 千円です。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、合併時受入資産の会計と税務での差異による

ものです。 
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（金融商品に関する注記） 

１.金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要な資金を国、宮

城県及び金融機関からの借入により調達しています。 

国からの借入金の使途は設備投資金であります。なお、金利は無利息であり

ます。 

宮城県からの借入金の使途は災害復旧資金であります。なお、金利は無利息

であります。 

金融機関からの借入金の使途は設備投資資金であり、当座貸越契約に基づく

ものであります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2022 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい 

ては次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は次表に含めており

ません。また、現金及び預金、未払金、短期借入金は短期で決済されるため、

時価は帳簿価額と近似することから、注記を省略しております。 

                                                        （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 

（※） 

時  価 

（※） 
差  額 

（1）長期借入金    (2,958,565)    (2,876,686) 81,878 

（2）預り敷金及び保証金 (150,159) (116,987) 33,172 

    (※)負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

(注１)金融商品の時価の算定に関する事項 

(1) 長期借入金（一年内返済予定分を含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を返済期日までの期間及び

信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 

(2) 預り敷金及び保証金 

 各契約ごとに、その将来キャッシュフローを国債の利回り等適切な

指標により割り引いた現在価値により算定しております。 

(注２)市場価格のない株式等（投資有価証券） 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式  0 

これらについては上記には含めておりません。 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

  １.賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社は宮城県名取市において、賃貸用の不動産を有しています。 

２.賃貸等不動産の時価に関する事項 

                                                         （単位：千円） 

貸借対照表計上額 時  価 

6,225,968 7,436,400 

(注) (1)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び圧縮記帳 

累計額を控除した金額であります。 

 (2)当事業年度末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づいて

自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行なったものを含む。）

であります。 

 (3)建設仮勘定(貸借対照表計上額 853,281 千円)は、館内リニューア

ル工事等に係るもので、現在開発中であることから、時価を把握す

ることが極めて困難であるため、上表には含まれておりません。 

  

（関連当事者との取引に関する注記） 

種類 会社等の名称
議決権の

所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の
関係会社

前田建設工業
株式会社

(被所有)
直接30.00%

役員の兼任、
建設工事の発注

建設工事代 875,081 未払金 191,754

氏家照彦
(被所有)

－

当社監査役
(株式会社七十七銀行
代表取締役会長）

借入金 1,000,000 短期借入金 1,000,000
役員及び
その親近者

 

 

取引条件及び取引条件決定方針等    

(注１) 建設工事代については、複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案

して発注先及び価格を決定しております。 

(注２) 借入金については当座貸越契約に基づき借入を行っております。株式会

社七十七銀行との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 

(注３) 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れています 
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（1 株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 △5,058 円 62 銭 

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。   

   純資産の部の合計額 5,688,358 千円 

   純資産の部の合計額から控除する金額 5,946,500 千円 

   （うち優先株式払込金額） (5,946,500 千円) 

   普通株式に係る当事業年度末の純資産額 △258,141 千円 

  1 株当たり純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式の数 

 51,030 株 

２．1 株当たり当期純損失 21,262 円 52 銭 

1 株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   当期純損失 1,085,026 千円 

   普通株式に帰属しない金額 － 

   普通株式に係る当期純損失 1,085,026 千円 

   普通株式の期中平均株式数 51,030 株 

※1 株当たり純資産額および 1 株当たり当期純損失は、銭未満を四捨五入して 

表示しています。 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項は有りません。 

 

（収益認識に関する注記） 

  収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事項に関する

注記）（4）収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

 

本計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しています。 

 


